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c/Ec2002 年度定例総会議決 甘 

[2002 年度 C l EC 定例総会報告 ] 

日時     2002 年 8 月 7 日 ( 水 )  14 : 10 ～ 15 :05 

会場     早稲田大学 西早稲田キャンパス 14 号館 101 教室 

出席     本人出席 60 、 書面 109 、 委任状 30 

議事 

], 総会成立の確認 

上村理事より 開会宣言。 引き続き、 総会成立要件 ( 会則第 23 条 ) を確認し、 CIEC2002 年度定例総会の 
成立が告げられた。 

2. 議長・副議長および 資格審査委員の 選出 

上村理事より、 理事会推薦の 次の方々が紹介された ，議長には鳥取大学の 榊原理事、 副議長にぼ 長野 

大学の和田理事、 資格審査委員には 岩手大学の宮本理事と 鹿児島大学の 熊澤理事の推薦が 告げられ、 ほ 

かに立候捕者がいないため、 拍手で確認された。 

3. 奈良会長より 開会の挨拶 

2001 年度で退任する 奈良会長から、 最後の挨拶として 会員数増加の 取り組み強化の 訴えがされた。 
4, 議事運営に関する 議長からの提案と 確認 

効率の良い議事運営を 進めるために ，次の提案があ り、 拍手で確認した。 

・提案 は 、 役員選挙以外は 連続して提案し、 提案後一括して 討議する。 

・採択は・議案ごとに 個別、 かつ連続して 採択する。 

・議案 S をの そ き、 出席者の過半数の 賛成で議決。 議案 5 は出席者の 3 分の 2 以上の寅 成 で議決する。 

0 ．議案 1 

矢部副会長より「 2001 年度事業報告と 2002 年度事業計画 ( 案 ) 」の提案がされた。   
6. 議案 2 、 議案 3 、 議案 4 

松田副会長より、 議案 2 「 2001 年度決算報告案 j 、 議案 3 「 2001 年度収支差額処分乗」、 毒案 4 
「 2002 年度予算案Ⅰの 提案が一括してされた。 

7. 監査報告 

妹尾監事より、 議案 2 の一部、 監査報告がされた。 

8. 意見用紙の紹介と 回答 ( 内容別紙 ) 
矢部副会長より、 書面議決書と 一緒に届いた 10 通の意見用紙が 紹介され、 回答についての 報告がさ 

れた， 

9. 討論及 び 採択 

全議案を一括して 討論することとしたが、 発言はなかった。 

宮本資格審査委員より、 出席状況に関する 報告がされ、 拍手で確認をした。 

引き続き．榊原議長から 採択手順について 説明があ り、 採択した。 結果は次の通り。 議案 1 ～ 4 まで 圧 

例的多数で採択された。 ( なお、 出席賛成者数および 委任状に書面議決書の 数が加算された ) 

10 ．議案 5 の 1 ( 役員選挙結果報告 ) 

高橋選挙管理委員長より、 議案 5 の 1 「役員選挙」の 結果について 報告があ り、 拍手 て 確認した， 

11. 議案 5 の 2 ( 役員選出団体の 承認 ) 

矢部副会長より、 2001 年度第 2 回理事会にて 推薦された「理事を 選出する団体会員」が 提案され - 
た 。 引き続き，採決が 行われ、 圧倒的多数で 承認された。 

佐伯会長より、 団体理事を除く 新役員が 荻 上に紹介され、 拍手で今後の 健闘をたたえた。 

ト ．閉会 

和田副議長より、 議事終了が告げられ、 議長日の解任と C I EC 定例総会の閉会が 宣言さ・れた ， 

以上 

一 2 一 



[ 資料 1 :2002 年度 C l EC 定例総会議案 ] 

C/EC2 ㏄ 2 年度定例総会議決 宰 
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cIEc20002 年度定例総会審決 オ 

2.2002 年度事業計画 

2002 年度も昨年度に 引き続き中期課題検討で 明らかになっている 問題について、 従来の活動の 充実とと 
もに日常活動として 取り組み、 具体的な解決を 図ってまいります。 

中期課題では ， (1) 戦略的に重視して 取り組むべき 課題、 (2) 学術組織としての 基本的活動、 (3) 
組織基盤の強化に 関する課題について、 の提案がなされており、 各細目ごとに 昨年度確認された 担当委員会 

等や理事会・ 運営委員会を 中心に取り組んでまいります。 これに伴う体制再編や 強化などを進めてまいりま 

す 。 具体的には、 

(1) 学術的活動と 団体会員・企業との 連携活動に資するソフトウェアイデータ / ドキュメントの 収集な 
どや、 国際交流活動の 活性化については、 従来担当の委員会 ( ソフトウエア 委員会、 国際活動委員会 ) の改 

廃を伴う見直しを、 理事会・運営委員会のもとに 行います。 ソフトウエアについては 全国大学生協連との 協 
同を進め、 国際活動については 国際交流調査団を 縞 成してアジア 地域を中心に 調査・交流を 進めてまいりま 

す 。 これらの中から、 必要に応じて 新たな委員会・ 組織等の設置を 検討してまいります。 

(2) 会読編集委員会では、 これまでの編集体制，紙面構成を 維持するとともに、 より会員に密着した 会 
誌であ るために、 読者向けメーリングリスト、 Web との連携、 PC カンファレンス 時の 々  プニンバト一ク、 
合評会の定例化など、 新しい交流の 企画を検討してまいります。 また、 査 読の基準ガイドラインを 作成し、 

より広範に 査 読を依頼することにより 効率化を進めるとともに、 内容面でも学術的側面を 保持しながら、 多 
様な誌面構成の 実現を目指します。 その中で、 以前からの課題であ る委員会の構成の 見直しについても、 慎 
重に検討してまいります。 

(3) 早稲田大学での 2002 年 PC ヵ ンファレンスを 全体テーマ「 丁 教育の情報化 ] 以降の下情報教育 ] 一 
情報教育の日常化 一 」の下、 ヵ ンファレンス 委員会を中心に、 全国大学生協連との 協同で成功を 目指しま 

す。 また、 本会の日常活動の 中核であ る研究会活動は、 従来の研究会活動の 継続とともに、 これまでの総合 
酌 まとめや地方開催、 ネットワークを 利用して広範な 参加を図るなどの 中期課題の方向性から 目標とした事 
項の実現に向けて、 さらに努力してまいります。 そのために、 委員の増員など 委員会の構成の 見直しや、 新 

しいメーリングリストの 開設などで企画の 段階からの会員の 積極的な参加を 促すなどの施策を 実施してまい 

ります。 
(4) 会員および社会との 交流に不可欠なネットワークサービスの 活性化・効率化を 図るために、 ネット 
ワーク利用委員会の 再編による「ネットワーク 委員会」を中心に、 ネットワーク 利用の拡大・ 充実を積極的 

に進めてまいります。 ホームページの 維持管理体制をアウトソーシンバで 行うことを基本に 整備し、 ネット 

ワーク委員会の 管理責任の下、 会員の利用価値の 高い、 情報提供 力 のあ るホームページになるよう 努めま 
す。 また、 メーリングリストの 維持管理体制を 整え、 リスト設置のルールを 検討し、 より効果的な 運用に努 
めます。 
(5) 部会活動やプロジェクト 事業のさらなる 活性化を図り、 より効率的な 活動を進めます。 
(6) より強固な組織基盤，財政基盤の 確立のため、 会員の拡充、 現会員とのさらなる 交流を深めること 
を、 理事会・運営委員会を 中心に取り組んでまいります。 

以上 
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clEc2002 年度 定夕 偽金鼓 決岳 

会員の状況 (2002 年 5 月現在 ) 

個人会員の内訳 ( 火 ) 教員の内訳 ( 火 ) 団体会員の内訳 ( 団体 ) 

      01 年 5 月・ 02 年 胡               01 年 5 月 ;02 年 胡 
                                                                                                                                                                                                                                                      01 年 明       :02 年   5   月       

教員       467 %7  小学校 6 8  企業 36           33   
27 19  中学校 13           11  生協 -8 む     57 

i 企業 22         99     94 
@O   研究員             10         Ⅰ 8 

その他         13         19  合計           467; 487 

合計 667         683 

優人金貝の内訳 教員の内訳 団体会員の内訳 
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c/E レ ㏄ 2 年度定例総会 露決宙 

議案 2 : 2001 年度決算報告 

注 )  2 ㏄ 2 年 3 月 3l 日現在の現金預金稚苗は 以下のとおりです。 

普通預金 ( あ さひ ) 
キ通預金 ( 労金 ) 
定期預金 ( 労金 ) 
英仁 振笹 貯金 

一 6- 



200 「年度財政報告 
C 仮 C22 ㏄ 9 年度定例総会議決 婁 

  

(1) 収入について 

1) 会費収入の 2001 年度個人会員、 団体会員の動態は 以下の通り。 個人会員の増加による 収入増を見込 

んでいたが、 計画には至らなかった。 個人会員の収入が 昨年金額を下回っているのは、 昨年末に過去 

分の滞納金一掃の 取り組みを行ったため。 

個人会員 入会 77 名、 脱退 71 名 (3 年未納会員 12 名含む ) 

団体会員 入会 9 社 (36 口 ) 、 脱退 7 社 (11 口 ) 

乙 その他収入は、 教育出版でのタイビンバクラブ 手数料収入、 広告掲載料収入の 大幅な伸張によるも 

の。 なお、 書籍出版の収入は 副読本販売と 著作料によるもので、 支出項目に購入費と 謝金が含まれて 

いろ。 ( 書籍 在 草分 35 冊と今後の著作科は 収入のみ計上される ) 

3) 収入の基本となる 個人及び団体会員収入については、 会の魅力を積極的に 打ち出し、 旺 盛に会員拡 

大をはかる必要があ る。 方針の項で、 その対応を明らかにする。 

(2) 支出について 

1) 会議 黄は ついては、 釜日別の多少の 増減 は あ るが概ね予算通り。 

2) 会誌は ついては、 昨年に引き続き、 郵送料削減 (2 回分 ) 、 印刷コストの 低下が図られた。 

3) ニューズレタ 一については、 計画通り 5 回 づ 4 回とすることで、 予算通りとなった。 

4) 広報 費は 、 WeM 化への比重を 高め、 効果佳の期待できない 広報物の発行を 取りやめてきたため。 

5) 研究会費用は、 小中高研究会 ( 合同分 ) の 減 、 4 地点研究会設備費用等の 特別支出がなかっため、 前 

年実績・予算ともに 大幅に下回る 結果となった。 

6) 事業活動費は、 事務打ち合わせの 1 回波 と 、 他団体交流への 理事の参加要請僧によるもの。 

7) プロジェクト 事業 貿は 、 ほぼ予算通り。 プロジェクトにより、 余った予算を 返納してもらったほ 

か、 一部追加予算を 運営委員会で 執行確認するものもあ った。 

8) 教育出版事業は、 予算化をしていなかったが、 副読本の書籍購入費・ 著者謝金 ( 著作料の一部 ) 、 

およびタイピンバクラプ 説明 ピ デオ作成費用を 計上した。 

9) 管理 穏は ついては、 事務局体制の 不備による一時的なネットワーク 運営覚部委託 化 が計上されてい 

る 。 なお、 この金額は事務局人件 穏 予算と相殺される。 事務用品 費 に計上したコピー 費は大幅減。 逆 

にパソコン故障による 計画 外 購入が発生した。 

(3) 収支および次年度課題 

1) 収支差額は、 予算 比 収入 128 万円増、 支出 248 万円減で、 377 万円となった。 当初 12 月運営委員会 確 

認に 基づき、 決算調整を行 う 予定であ ったが、 備品購入・事業委託等の 執行時期が遅れたこと、 次年 

度 予算での収入構造が 予算構造確認後に 大幅減になることが 予測されたため、 次年度予算に 操り越し 

調整を図ることとした。 

2) 現在の C 正 C の運営は 2,000 万円前後で運営できる 構造になっている。 次年度予算については、 既に 

執行確認済のプロジェクト 経費や特別支出等があ るため、 操り越し分を 含めた大型予算とするが、 次 

のことに留意して、 予算執行に努めていく。 

・会員にとって 一層魅力あ る展開が図れるように、 各予算の執行に 留意する。 

  個人会員、 団体会員の会員特典を 打ち出すとともに、 積極的な拡大策を 展開する。 

以上 

-7 一 



C 拒 C2 ㏄ 2 年度定例総会議決 妻 

議案 3 :20001 年度収支差額処分 案 承認の件 

繰越金処分 ( 案 ) 

2001 年度収支差額 3,771,694 円は、 
上記の通り提案いたします。 

次年度へ繰り 越します。 

2002 年 8 月 7 日 
CIEC  ( コンピュータ 利用教育協議会 ) 

会長 奈良 久 

一 8 一 



c 炬 C22 ㏄ 9 年度定例総会議決 幸 

議案 4  : 2002 年度予算 

科 目 

  
2 ㏄ 2 年度予算案 榔曄度 決算額 裏 拙   m@ 羊皮 子ま 事前年干拓 比 傭考 

A   A 膣 ， l00 l   Ⅳ c"l00     
1  収入の部 
1 会費収入 19,300,000 20,891,930@ 92.38% 20.7 ㎝・。 00  93.24 色 

個人会員会責 2.800.000 2 づ 01,930 l1l.91 幼 2.9 ㏄． 0 ㏄ 96.55% 引き 荒 き、 佃人会員の垢黄を 回る。 

団体会姉会費 16,5 ㏄。 0 ㏄ 18 コ 90.0 ㏄㏄ 89.7 ㍉も l7,8 ㏄， 000 92.70% 引き安き、 団体会 % の増 亜を 回 る 。 

2  その他収入 5,291,694 2,6 打豆 引 197.67 あ 1,583.9 ㏄ 3 弾． 08 分 

l)  一 前年度繰越金 -   3.77 Ⅰ f6g4 2 お， 9 ㏄ l96.03%   243.9 印 l5446.03 缶 

2)  教育出版 l 1,000,000 1,863,397@ 53.67% l. ㏄ 0.000  l00. ㏄ 免 

宙轄 出版 200.000 767.407@ 26.06% l ㎝， m0  200 ． 00% 
cIEcw 沖 800,000     Ⅱ㏄ 5.990 72.99% 列 田 ， 000 88.89 缶仝新学期の 実領分にて予算 一 - ィヒ   

5) その他     ㏄ 9.6 ㏄ 91 皿 免   弘 0.000                 
  ' 。 ・㎝ 。 ．㏄ %     520. ㏄ 0 

  

収入合計 24.591,694 おコ ㏄・ 955@  l ㏄ぷ %@  %283 タ 引             

1 1  支出の部 

l 轄賛 18,470,000 15,421.593@ 119.77% l7.050.0 ㏄ l08.33 缶 

1) 余毒 突用 3,750 ，㏄ 0 3.418.462  1 ㏄． 70 缶 """   3 コ 50 八拍 Ⅱ l.94% 

黄金 仰 ， m 。   416.911@ 95.94% " 。 ．。 ㎝               
理 を会 1.300.000 1,335.910@ 97.31% は ㏄． 沖 1 ㏄． m 先   
運営委員会及び 各社委員会 Ⅰ・ 300 ， 000   950,845@ 136.72% 1,000, ⅨⅥ l30 ．㏄ 力 会話 輻集委貝 金を 烏く放笹 

卸 9 委員会 791.705@ 0.00% 

ネフ トワーク委員会 1 入 7 ㎝ 0 ．㏄ 廉 
カンフアレンス 委 % 台 ' 耶 ・ 何 。 ． 鵬 
( 田烏活動委員会 ) 

  
会誌席集 委員会 750,000 714.796@ 104.93% 700. ㏄ 0  l07.14 缶 

り 金鼓発行 貢 7,000 ， 000 6.014,611@ 116.38% 7. ㏄ 0 ， 000 100 ． 00% 
3) ユニーズレタ 一発行 俺 Ⅰ・ 100 ， 000 1.155,789@ 95.17% は ㎝ ， ㎝ 0  9l.67% 

刃 広報 俺 250.000 [51, 穏 。             棚田㏄ 8333 モ 

リー フレット発行 寮 Ⅰ 50,000 72,807  2 ㏄ 刀 2 缶 150 ，㏄ 0  l00.m あ 

その他広報 俺用 100,000 78.659@ 127.13% 150. ㎝ 0 66.67% 

刃 研究会 俺用 Ⅰ 1400 ， 000 1,013,285@ 138.16% 1,9000.000 73. ㏄ あ 

地域研究会 / ； リアレ牡夫 2 ㏄ ， ㏄。 399,124@ 50.11% ぺ力 ・ 0000 50 ．㏄ 俺 北海道、 九刑 P ㏄支援 各 @0 万円 

研究会去月 1.2 ㏄， 000 614.161@ 19539% '"m, 。 ㏄ ' 。 ．㏄ " 
6) 詞杢拮 3 ㏄， m0   300.000  1 ㏄．㏄ テ 

出際活動 寮 300.000   は 0 万 TTT00 200 ． m 先 
ソフトウェア 開発史奈 寅 O   150 ， 0 ㏄ 0 ．㏄ カ 

0  季 莱 活動 責 1 。 7 ㏄， 000 585.822@ 290.19% 7 ㏄・ 0 ㎝ 242.86 あ 
文運 寮 ( 事務局 打穏 ) 5 ㏄ ， ㏄ 0 391,4 万 1 月． 72 分 "0. 。 ㏄ 87.72 缶 
余接 荻 ( 渉外曲 係 ) ' ㏄ ， 。 。 0 194345@ 102.91% 100 。 ㎜ 200 ． 鵬 
事案委託 蛍 Ⅰ， 000,000   30,000@ 3333.33% 

8) プロジェクト 事業 穏 2r770 ． 000 2 ヱお う l8 l24 る 8% ',' ㎝， 000 120.43" 

9) 教育出版 2 ㏄。 0 ㏄ 85', 。 。 0  お "9%   
キ幸 出版 「㏄・。 。 。 捜 75 ㏄ 13.75 缶   
。 圧 C" 仮 。 100,000 131.140@ 76.25%   

2 管理 棄 6r0701000 4 コ 75.6 ㏄ l38.72% 5,170,000@ 117.41% 

ネットワーク 運営 安 750,000 616.3 万 l21.69% 150 ，㎝ 0 500. ㎝ 免 

亨務 同会議 安 20.000   20 。 0 ㏄ 1 ㏄． m 弔 
耳務局 交通夫 20,000 8. 刀 0 2 ふ 05% 20-000  l00.m る 

さ群居通信 穏 500,000 5 ㏄・ 1 邱 98.78 あ 500 ・㎝ l ㏄． 鵬 
事務局 討壷 研究 穏 30,000 8 づ 00  352.%% 30 ，㎝ 0  1 ㎝．㏄ あ 

を務局人件費 3,000.000 ', ㎜ ， ㎜ " 。 ．。 0%               120. ㏄。 
あ 務用品 賛 700,000 747.137@   93.69%   1.7 ㎝ ， 0 ㎝   4l.18% 
備品時人 套 950,000 朋 。 。 ' 。                 200. ㏄。 。 ". ㏄。 

雄文 。 ㏄ ， 。 00 79.691  1 万． % 分 50.000 200. ㏄。 

3 予備 寅 51,694   ㏄ タの 80.82 缶 

支出合計 24,591,694 19.797.261@ 124.22% 22.283.960@ 11036% 

  当期収支差額 

    
0   5. 刀 l. 秋   0 ． m あ         
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[ 資料 2, その他 ] 
C7ECC2 ㏄ 9 年度定例総会議決 害 

「．各専門委員会 200 「年度活動報告と 2002 年度方針 ( 案 ) 

(1)  [ カンファレンス 委員 引 
1.2001 年度活動報告 

(1)200lPC カンファレンス 

1) 全体テーマと 期待された目標 
21 世紀初頭の PC カンファレンスは、 そのテーマに「 21 世紀、 ともに学び合う 社会へ一人間と T との融 
和をめざして ～」を掲げ、 8 月 6 日から 3 日間、 金沢大学を会場に、 611 名の参加者と 155 本のレポート ( 分 
神会 124 本、 ボスターセッション 31 本 ) 報告が行われました。 

全体テーマに「 n 」の表現が入るのは 2 年連続ですが、 この背景には、 T が政府主導のもとで 華々しく叫 
ばれたにもかかわらず、 その一方で、 T 企業の後退や 戦略の方向性や 内容の不透明さが 目立ち、 学校関 
係者や市民の 間から不安と 疑問の声があ がっているからです。 

そこで現実的な 視，点に立って 、 T が人間の未来、 教育の将来に 位置づくことを 前提に、 克服すべき課題 
や 問題の整理を 図っていこう、 との意図のもとにテーマが 設定されました。 

2) シンポジウムとその 成果 
- ン ンポジウムは「人に 優しいⅡ社会の 実現と教育の 役割」をテーマに 、 次の方々から 講演とコメンテー 

タ としての報告を 頂きました 0 

請 え 寅     メディア教育開発センター 佐賀 客 男 先生 
「テクノロジ 一だけではそれはできないということについて」 

エ コマネー提唱者 加藤 敏秦 さん 
「教育の情報化とコミュニティー「 ェ コマネⅡの視点から」 

コメンテータ     立命館大学 野沢和典先生 

金沢市立扇合小学校 清水和久先生 
金沢工業大学 島田洋一先生 

このシンポジウムでは、 Ⅱは既に人間社会の 多様な場で生かされてきており、 ことさら皿を 強調するの 

ではなく、 人間が人間らしく 生存する為に 皿を よ り身近な生活、 教育の場で応用していくことの 重要性 
が改めて明確に 示されました。 

(2) 地域カンファレンスへの 支援活動 
昨年は九州に 続いて北海道でも 地域レベルの PC カンファレンスが 開催され、 それぞれ地域性の 高 い 特色 
を持ったカンファレンスが 実現できました (CECNewwsle ㏄ erNo.25 参照 ) 。 
「 PC ヵ ンファレンス 北海道 2001 」は一昨年、 PC カンファレンスの 開催で実行委員を 務めた方々や 大学 
生協北海道地域センタ 一の全面的な 協力で実現できました。 九州も核になる 先生方を始め、 大学生協の 
協力が大きな 役割を呆たしています。 こうした地域レベルでのカンファレンスでは、 C 正 C の地域活動を 

活性化させるという C 正 C の基本方針にも 合致し、 重要な活動の 一環となっていると 言えるでしょ       

(3) 日常的な研究会活動 
今年度は以下のように 第 28 回から 31 回までの 4 回の研究会が 開催されました。 著作権 法やメディアリテ 
ラシ一に関する 研究会は会員の 要求も強く、 参加者の発言からもこうした 研究会への期待がうかがえる 

企画となりました。 

◆第 28 回研究会 
参加者 :51 名 、 テーマ : 「ネットワーク 社会における 著作権 法」 
日時 :2001 年 5 月 26 日 ( 土 ) 13 :00 ～ 17 : 00 

◆第 29 回研究会 ( プレ PCC 研究会 ) 
参加者 :35 名、 テーマ : 「人にやさしい Imo 社会の実現と 教育の役割」 
日時 :2001 年 6 月 23 日 ( 土 ) 13:30 一 17:30 
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CIEC2 ㏄ 2 年度定例総会議決 婁 

◆第 30 回研究会 
参加者 : 50 名、 テーマ : 「メディアリテラシー の 現状と課題～教育現場からⅠ 
日時 :2001 年 1U 同 17 日 ( 土 ) 14:00 ～ 17:15 

◆第 31 回研究会 
参加者 :46 名、 テーマ :  「最新 0S  の到達 点 (MaCoSX  8  W 田 dowSXP)  @  教育での活用 - 」 
日時 :2002 年 3 月 9 日 ( 土曜日 )  13:00 分一 17:00 分 

(4) 小中高等学校での 新しい 学びの 創造部会による 研究会 
99 年から活動を 始めている小中高等学校での 新しい学びの 創造部会では、 3 回に及ぶ研究会などを 実施 
してきました。 詳しくは、 各部会報告を 参照してください。 

(5) 外国語教育研究部会による 研究会 
2000 年から活動を 始めている「覚国語教育研究」部会では、 2 回の研究会を 開催してきました。 詳しく 
は 、 各部会報告を 参照してください。 

2 、 2002 年度活動方針 ( 案 ) 
(1)2002PC ヵ ンファレンスの 開催 
PC ヵ ンファレンスは、 CEC 創設から 7 回目を迎え、 「学会の研究大会」として 充分に定着してきまし 
た。 今年の PC ヵ ンファレンスは、 8 月 6 日から 8 日までの 3 日間、 早稲田大学西早稲田キャンバスを 会場に 
して開催されます。 既にレポート 報告 ( 予定 ) も 167 本を数え、 会期 3 日間の日程では 限界に近い状況に 
なって来ています。 また、 今年から「論文集」は 原則 CD-ROM で配布することも 決め、 経費的、 労力的 
な面での軽減も 図っています。 

0 全体テーマ : 「Ⅰ教育の情報化」以降の「情報教育」 一 情報教育の日常化 一 」 
0 、 ン ンポジウム : テーマ「共生と 変動の時代を 迎えた学校と 教育」 
今回のシンポジウムでは、 「共生」と「変動」をキーワードに、 学校と地域、 企業、 NPO など、 さまざ 
まな組織との 連携を探り、 これからの情報教育のあ り方やその方向性を 予測しつつ、 今日の社会に 求め 
られる学校教育のあ り方や将来の 方向を探ります。 
・ゲストスピーカー 金子 郁容 慶穫 義塾大学教授、 慶応幼稚会長 

佐伯 絆 青山学院大学教授、 CEC 副会長 
  バ ネリスト 渡瀬 恵一 玉ⅠⅡ学園小学部 

橘 孝博 早稲田大学高等学院 
・司会 生田 茂 東京都立大学大学院 都立大学附属高等学校 

(2) 地域 ヵ ンファレンス や 地域研究会の 開催 
地域 ヵ ンファレンス や 地域研究会は CEC の地域活動を 創 り 上げる意味で 極めて重要です。 こうした活動 
はその地域ごとの CEC 会員や周囲の 先生方の協力がなくては 成り立ちません。 カンファレンス 委員会と 
しては、 今後もこうした 地域レベルのイベントや 研究会などを 積極的に支援する 為に、 各地域からの 力 
ンファレンス 委員を選出することや、 新しく開設した 入山「カンファレンス・プロジェクト」への 参加を 
幅広く募っていくことを 重視しますの 

(3) 日常的な研究会企画とその 方向性 
昨年度の方針で 今後の方向性を 次のように明確に 示しました。 
「 1) この間の研究会活動で 得られた成果をまとめる 作業を行います。 2) 東京以外での 研究会の開催を 
積極的に提起します。 3) ネットワークを 活用した遠隔研究会をより 容易なものとなるよう 検討し、 恒常 
的な企画として 位置づける努力をします。 4) 可能な範囲で、 研究会企画をネットワークで 配信するな 
ど、 一戸幅広い居の 人たちへの働きかけを 重視し、 C 正 C への理解を広げる 方策も検討します。 」 
しかし、 ここで掲げた 4 つの目標はいまだ 手 づかずのままになっています。 これは、 カンファレンス 
委員会が連続する 研究会活動に 追われて、 基礎体力を養う 状況になかったことに 起因します。 今年度、 
カンファレンス 委員が 6 名に増員されたこと、 メーリングリストを 新たにしたことで、 年間計画に基づく 
研究会企画やその 多様性が期待できます。 当面、 研究会企画立案をカンファレンス 委員内のグループで 
分担することで、 委員会内に余力を 残し、 他の課題への 取り組みが可能になる 体制にすることを 目指し 
ます。 
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cIEc2 ㏄ 9 年度定例総会報法事 

(2)  [ 会読編集委員 剣 

ェ ．活動をふりかえって (2001 年度活動報告をかねて ) 
( む 総括 
[ コンピュータ & エデュケーション」誌は、 これまでに 12 号 ( 創刊準備号を 含めれば 13 号 ) を刊行する 
ことができました。 いまや本誌は、 対外的には C 田 C の 顔 として、 また対内的には 金 貝の相互交流の 場 と 

して、 重要な役割を 担う よう になりました。 

(2) 編集体制 
査誘は ついては雛形を 作成し、 査 読者による個人差がなりように 配慮しました。 投稿者にたりする 懇切 
丁寧な 査 読もあ り、 杢 読を通じた研究交流も 成果としてあ げられます。 
編集にかかわる ML の設立については 異論があ りませんでした。 当面、 委譲 等 編集実務の h 几 ( 篆集員十 
副会長 十 事務局 ) と 会誌全般にかかわる㍉ 化の両方で運営していくことになりました。 

会誌 掲載原稿の著作権 帰属については、 約一年間の議詣を 経て、 「著作権 に関する規定」および「著作 
権 許諾等に関するガイドライン」 ( 第 11 号に「著作権 の取扱いたついて」という 文盲とともに 掲載され 
ています ) が 2001 年 8 月 5 日の理事会にて 決定施行されました。 その主な内容は、 (1) 会詰 詩文等の掲載 
原稿の著作権 ( 複製権 、 翻訳・翻案権 、 公衆送信 権 ) は C ℡ C 会長に譲渡するものとする、 (2) 会話論文 
等の投稿規定に 著作権 譲渡の規定を 設ける、 (3) 著者の利用は 許諾の手続きは 不要とし、 また第三者から 
の著作物使用については 許諾の手続きをするという C 正 C のガイドラインを 定める、 (4) 会議第 10 号以前 
の 掲載原稿については、 著者に対し著作権 譲渡依頼をする、 といったものです。 

(3) 巻頭インタビュー 
第 9 号および第 11 号では特集と 連動させることを 試みました。 

(4) 特集 
第 3 号から特集責任体制のもと ，編集委員の 一人が持ち回りで 担当することにしました。 各編集委員の 
創意溢れるテーマのもと、 論点を掘り下げた 追求が可能になりました。 

巻頭インタビューと 併せて本誌の 特色を示す企画として 好評であ り、 仝後とも多様なテーマを 追求して 

いくことが期待されます。 また、 特集にふさわしい 内容にするためには、 早い時期からの 準備が必要で 

あ る、 ことが確認されています。 

( り 論文・活用事例・ソフト 紹介など 

巻頭インタビュⅠ特集を 除く常設 欄は 、 詩文・活用事例・ソフト 紹介です。 

詩文は、 創刊準備 号 7 本、 第 1 号 3 本 ( ほかに 5 本の事例研究 ) 、 第 2 号 8 本、 第 3 号 6 本、 第 4 号 7 本、 第 5 号 

5 本、 第 6 号 7 本、 第 7 号 6 本、 第 8 号 5 本、 第 9 号 2 本、 第㎎ 号 2 本、 第 11 号 4 本です。 
活用事例は、 創刊準備 号 3 本、 第 1 号 4 本、 第 2 号 5 本、 第 3 号 1 本、 第 4 号 1 本、 第 5 号 1 本、 第 6 号 1 本、 第 7 
号 1 本、 第 8 号 2 本、 第 9 号 6 本、 第 10 号 2 本、 第 11 号 3 本です。 
ソフト紹介は、 創刊準備 号 5 本、 第 1 号 4 本、 第 2 号 2 本、 第 3 号 2 本、 第 4 号 1 本、 第 5 号 1 本、 第 6 号 1 本、 
第 7 号 2 本、 第 8 号 1 本、 第 9 ～第 11 号ゼロ、 です。 
発行当初はほとんどすべて 依頼 稿 でした。 徐々に投稿が 増え，第 6 号～第 8 号では論文・ 活用事例はすべ 

て投稿で構成されました。 論文・活用事例の 割り振りは投稿後の 査 読 によって決め・ている 場合もあ りさ 
す 。 気軽に投稿してもらえる 誌面構成を考えると、 活用事例の充実は 不可欠です。 

第 5 号より「新刊紹介」コーナーを 新設しました。 取り上げた書籍の 出版社から 害 籍の寄贈があ ったほ 

か、 会員外からの 投稿もあ りました。 さらに充実させれば、 本誌の普及にも 力になるはずです。 
ソフトウェア 紹介は、 ソフトウェア 委員会と連繋をとりながら、 使用する側からの 検証という点を 重視 

して掲載してきました。 ソフトウェア 委員会の活動の 発表の場としても 貢献してきました。 にの点に 
ついてはソフト 委員会が廃止される 予定なので、 別途検討が必要となります。 ) 

第 9 号 よ り「私の意見」コーナーを 新設し、 会員内外の意見を 自由に述べてもら い 、 意見交流をはかる 
場 として活用することが 期待されています。 

タイムリ一な 報告もその都度掲載し、 誌面充実に寄与しています。 
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PCC の報告についての 取り扱いについては、 カンファレンス 委員会からの 企画提案を受けて 会誌編集委 

員会で実務をおこなうということが 昨年の運営委員会で 確認されています。 

(6) 広告・宣伝 
柏喜 房の出版案内のなかで、 その都度紹介されてきました。 編集委員会としては 第 5 号刊行以降数冊の 
雑誌に独自広告を 出しました 0 

(7) 既刊号の保存とその 活用 
会員用の残部および 柏 書房分の在庫にっき、 保存場所を確保したほか、 本誌普及のために 見本誌として 

研究会・学会時の 販売用などに 有効活用してきました。 
第 9 号配付時に既刊号を 見本として同封し、 会員，読者の 普及Ⅰ こ 一助にしていただきました。 

(8) 事務局体制 
テープ 起 こし・校正・ 執筆者と 査 読者との連絡など 多用な日常業務を 遂行していただきました ，編集委 

員会との緊密な 連携で第 12 号まで刊行できたことは、 何よりも事務局の 力 があ ったからです。 

(9) その他 
第 6 号から抜刷として 制作費実費の 一割を手数料としてお 願いすることにしました。 

第 10 号より、 表紙デザインを 一新しました。 また、 表紙および日本語の 目次から所属を 省き、 すっきり 

したものにしました。 

青焼き校正段階でも 数多くの朱が 入り、 九場印刷に無理をお 願いしています。 青焼き校正では 確認程度 
で 済むように、 その前の段階で 校正体制を組むことにしました。 第 10 号から実現しました。 

・ 2.2002 年活動方針 

(lm 編集体制と誌面構成 
これまでの編集体制と 誌面構成を基本的に 踏襲していきます。 年間約 20 本の投稿が安定発行の 目安にな 
りますので、 Pe カンファレンスを 中心に、 編集委員会からの 積極的働きかけがこれまで 以上に必要で 
す。 研究会として 企画された合評 会 での意見 (eECNewsletter,No.19 参照 ) は、 C 正 C 中期目標とも 
関連し 

た 大事な柱となりました。 今後編集委員会での 議論のべ ー スにおきながら、 具体的な取り 組みとして 実 
現していきます。 カンファレンス 時の イ プニンバト一ク や ウェ ブ との連繋など、 いままでの経験をふま 

えた新しい仝画も 立案していきます。 

査読 体制が確立されれ ば 結集委員の減数についても 考えられます。 現段階では仝の 人数でやっていき、 

任期についても 新しい 査読 体制がうまくうまくいくか 睨みながら当面は 現状のままを 考えています。 

本誌の定着とともに、 執筆者の多様化を 追求する必要があ ります。 CEC の構成メンバ 一に応じた執筆者 
および誌面構成のバランスも 考慮する必要があ ります。 また、 生協職員の執筆者はまだ 少数にとどまっ 

ており、 学術的側面を 保持しながら、 多様な誌面構成を 実現しなければなりません。 

(2) 査読 
すでに作成した 杢 読 め フォームを活用して、 効率的かつ実質的な 査読 をさらに進めていきます。 特集担 

当をのぞいては 縞集 委員会と主要な 仕事がこの 査読 に集約されますので、 これまで以上に 委員会として 
の機能強化と 委員の役割分担をはっきりさせていきます。 
第 12 号からは 篆集 委員がイニシアティ プ をとりながら 理事にも依頼し、 編集委員 + 理事で 査 読を担当す 
る方向を考えています。 これにあ わせて、 査 読の基準のガイドラインを 作成します。 

(3) 編集委員会の 独自企画 
合評会の定例化や 会誌の 篆集 と連動した企画を 考えています。 

(4) その他 
編集委員の任期制の 導入、 編集委員の定貝は 当面現状を踏襲していきますが、 CEC 全体の役員選出方法 
ともかかわり、 議 講を積み重ねていく 必要があ ります。 
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(3)  [ ネットワーク 委員会 ] 
2001 年度活動の振り 返りと 2002 年度活動方針 

1 . 2001 年度活動の振り 返り 

2001 年度は、 事務局体制が 変わったことも 踏まえ、 次の (1)(2) の方針を立てて 活動を行いました。 それぞ 
れば ついて報告します。 

(l) CEC のネットワークサービスの 提供における 本委員会の関わり 方について 
見直すとともに、 委員会組 機は ついても整理・ 再検討します。 という方針のもとに、 委員会を作業グ 
ループではなく「委員会」として 位置付けるために、 予算的 衷 付を得ることと、 作業をこなす 体制の 
具体案を得る、 という 2 つの作業を進め、 ようやく進展が 見られました 0 2002 年度は新しい 体制で 
「ネットワーク 委員会」 ( 「利用」を取る ) として再出発します。 

(2) 緊急・を要する 作業として、 メーリングリストなどへの ス パムメールに 対して具体的な 対応を進めま 
す 。 
という方針につきましては、 いままで利用拡大のため 比較的オープンに 連用されてきた eEC のメ ) 
ングリストを、 時代に合わせて 個々にクローズドに 設定変更することによって 対応しました。 

また、 日常的管理・ 運用およびその 改善として 

・ネットワークサービスを 滞りなく提供すること 
， ネ、 ッ トワークサービスを 充実すること 

・ C 正 Cw 打 e 活動などへの 支援体制を強 ィヒ すること 

ほ ついても努力してきましたが、 体制の変換時ということもあ り、 目立った進展はあ りまぜんでした。 

2. 2002 年度は 、 次のような方針のもとに 活動します 0 
(1) ホームベージをリニューアルし、 維持管理体制を 整えます 
ホームページの 構成とデザインまで 含めてアウトソーシンバすることになりますが、 管理責任は本委 

員会にあ ります。 作業担当グループおよび 事務局と連携を 取りながら、 会員の利用価値の 高い、 情報 
提供 力 のあ るホームページになるよう 努めます。 

(2) メーリングリストの 維持管理体制を 整えます。 
ホームページの 作業に含めてメーリング ) ストの維持作業も 外部に依頼しますが、 メーリングリスト 

設置のルールなどについて、 本委員会で検討し、 会員の権 利、 利便性、 学会としての 発展、 社会貢献 

などができる 限り並び立つような 運用に努力します。 

さらに、 PC カンファレンス 実行委員会や 大学生協の委員会とも 連携を深くし、 ネットワーク 利用の拡 
大   充実を積極的に 進めます。 

補 ) 現在運用中のメーリンバリスト 
l. CEC として運用しているメーリンバリスト 

ciec: 会員間の交流用 ( 会員に限定 ) 
i ㎡ orma 廿 on: 企業からの案内用 ( 配信を希望する 会員に限定 ) 

その他に、 理事会・運営委員会・ 専門委員会 ( ヵ ンファレンス 委員会・会話 繍集 委員会 ) ・部会 

世話人 ( 「小中高等学校での 新しい学 びの 創造」部会，覚国語教育研究部会 ) 用のメーリンバリ 
ストがあ ります。 
2. C 正 C が交流の場を 提供しているメーリングリスト ( 登録自由 ) 
ps-ed: 

sougou-ps-ed: 
f-lang: 
sclen 芭 

3. 今まで専門委員会のもとに 設置されてきたメーリンバリスト 
confpro 、 瓦杣 shL 、 田 tercomm 、 む emet などが存在します。 

今後の運用をどうするかは、 各メーリンバリストで 考えていただきます。 
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(4) その他報告 ( 国際活動委員会・ソフトウエア 委員会 ) 

[ 国際活動委員会 ] 

2001 年度総会において、 国際活動委員会は 
(1) 海外の研究団体からの 情報の収集と CIECWeb ぺージ ( 英文化の上 ) 公開 
は ) 海外研究団体との 交流， 
という目標を 置いていたが、 実質的な活動ができない 状況にあ り、 2001 年 ¥2 月 22 日の第 2 回運営委 
員会において、 以下のような 方針が確認、 された。 すなむち一旦委員会を 解散し、 運営委員会の 中に国 
際活動を担当する 委員をプロジェクト 的に委嘱し、 その委員が中心になって 年度ごとの企画を 提案・ 
実施していくことになった。 

2002 年度については、 この方針に従って、 秋口に国際交流調査団を 編成して、 アジア地域を 中心に 
調査・交流を 企画することにしたい。 

レフトウェア 委員会の廃止について ] 

以下の理由に ょ り、 現在のソフトウェア 委員会を廃止することを 確認しました。 

廃止理由 
ソフトウェア 委員会は， CEC 会則第 32 条に規定する 専門委員会として 設置され，以下の 任務を行う専門 
委員会として 活動を進めてきました。 

(1) ソフトウェア 情報の交換，交流，評価活動の 推進 

(2)CIECw 打 e 活動の推進 
(3)CEC 合議ソフトウェアレビュ 一の担当 

これに対し現状は 以下のようになっています。 

( りは事実上機能しておりません。 

(2) については，先進 何 として CIEC 心の廿㎎ Oub の取り組みはあ りますが，ソフトウェア 委員会として 
の取り組みと 言 う よりも． CEC 金貝の取り組みをプロジェクト 予算でサポートするという 形式となっ 
ています。 

(3) については，ソフトウェア 委員会は 1 年程前までは 一応は桟 能 していましたが ，この 1 年間を通じ 
て ，有効な貢献を 行えていません。 

なお，大学生協連との 共同の取り組みとして ， 「電子教材専門委員会」の 活動が始まっています。 現在 
は，この取り 組みは短期間のうちにデータベースのプロトタイプを 作成することを 目標として活動している 
プロジェクトチームのような 形態で動いています。 しかし今後， もし，このプロジェクトの 継続とデータ 

ベースの維持・ 発展に対して CEC が 係 わるとすれば ，何らかの専門委員会が 必要にあ ると思われます。 

・上記の任務 (1)(2) については，今後は ， 「竜子教材専門委員会」の 成果を見守りつっ ，これに対する CEC 
側からの組織的，継続的な 参加が必要であ ると 詔 ， の た場合には，改めてそのための 専門委員会を 設置する。 

なお，上記任務 (3) については，今後，どのように 取り扱うかという 検討を会誌編集委員会および 運営委 
員 会で行います。 
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2. 200 「年度プロジェクト 事業報告 

[ 外国語教育研究部会 ] 

外国語教育研究部会は、 コンピュータに 関わるマルチメディア 技術の進展やネットワークの 普及による 

「新しい覚国語の 教え方・学び 方」をどのように 創り出しそれをどのように 支援していくのかという 視点 
で外国語教育・ 学習のあ り方を見直す 主旨のもと、 活動をしてきている。 会員向けメーリングリスト (f- 
lmg ③ ciec.or.jp) および世話人用メーリンバリスト (sewa-f- ㎞㎎⑥ djec.or,jP) で、 有益な情報・ 意見交換な 
ど がされている 一方、 年 2 回ではあ るが研究会を 開催し、 実践的な FD(Fac ㎡ ゆ Development 湖 な活動の場 
も 提供してきている。 

部会創設後 2 年目であ る 2001 年度は、 第 3 回目の研究会が 2001 年 7 月 21 日 ( 土 ) に北九州学術研究都市学 
術 情報センタ一内 C Ⅲ室で開催された。 参加者は大学、 高佼から計 15 名と初めての 地方開催としてはまずま 
ずの規模となった。 前半は、 安波誠祐 先生 ( 熊本電波工業高等専門学校 ) が「イントラネットからインター 
ネット ヘ ? 学習者の実態に 応じたネットワークの 活用」の題のもと、 学校紹介及びネットワーキンバの 歴史 

的 変遷の説明後、 一般科目 C 別室での英語授業と 専攻科の「コミュニケーション 英語」での実践経験に 基づ 

く 報告をした。 FreeWeb-basedE-m ㎡ l ( 英語版 ) を利用してのメール 送受信とホームページ 作成にっ い 
てであ ったが、 学生の作った HP を紹介し、 教師側に学習の 明確な目標があ り、 創意工夫さえすればインタ 
一 ネットは無限に 活用できることが 提言された。 

次に、 田中洋史先生 ( 福岡県立八幡中央高校 ) が勤務 校 における C Ⅲ導入までの 経過を紹介した 後、 英語 

教育の一環として、 外国人補助教員 仇 L りの助けを借りて、 外国の教育機関との e-md 交換結果、 コン 
ピュータ利用教育の 有用性との関係における 進学校として 直面する諸問題、 情報リテラシー 教育との連携 不 

備などについて 報告し、 関連問題について 活発な質疑応答がなされた。 

また後半は、 上村隆一先生 ( 北九州市立大学 ) による「 WWW 環境を利用したオンライン 語学教材の作 
成」ワークショップが 行われ、 参加者は最後まで 熱心に実習に 取り組んでいた。 

第 4 回目の研究会は、 2002 年 3 月 t6 日 ( 土 ) に青山学院大学渋谷キャンパスで 開催された。 テーマは「 e- 
lea 血 Ⅱ ㎎の動向と覚国語教育」で、 当日参加申し 込みの方も含めて 32 名 ( 内訳は大学教員 17 名、 他 ( 専門 
学校 ) 教員 5 名、 企業 他 10 名 ) の参加者があ った。 研究会テーマに 沿った製品を 開発・提供している 企業の 
技術者または 営業担当者からという 観点で、 講師はⅠⅦ T ラ ー ニンバシステムズ 社インターネット 事業部の 

高木成一氏にお 願いし、 一定台数の講習向け PC が利用できる 会場として情報教育向けの 演習室をお借りし 
たが、 ワークショップ 形式を中心とした 実践的な内容の 企画をしたにも 杓 わらず、 PC 端末の利用者権 限の 
関係で、 参加者全員が 直接体験版のアプリケーションツールを 操作しながら 利用方法を学習する 環境は実現 
できなかった 事が残俳であ った。 しかしながら、 広帯域接続の 急速な普及に 伴い、 ウェ ブ 上で閲覧できる 学 

習内容が単なる Hm 乱文書やイメージ 情報を主体とする「静的」コンテンツから 講演ビデオ、 視覚効果を巧 
みに利用したプレゼン 資料など「動的」コンテンツに 移行しつつあ ることが理解できた。 さらに、 ウェ ブ上 

で 動画・音声・ 文字情報を組み 込み、 教材として役立てるためのツールとして「 SMILE 田 torVer.2.0 」の 
紹介と、 同ツールを実際に 使ったデモンストレーションがなされ、 SMD 正言語に関する 知識を全く持たない 
初心者でも、 ウィンドウ上のアイコン 操作と一連のボタン、 メニュー選択だけでマルチメディア 型 e- 

le 打 ㎡ ng 教材が作成できることが 紹介され、 大変有益であ った。 また研究会の 一部を利用して、 小張敬之先 
生 ( 青山学院大学 ) から「演習」と「英語とインターネット」のクラスでの 授業実践 ( ぼと世界観教育 ) の 
報告がなされ、 世界の情報をインターネットからダウンロードすることにより、 メデイアリッチな 手段と方 
法を考え、 学生のやる気を 引き起こし、 「自分で物を 考え、 調べ発表する 訓練」をしていくには、 コンピュ 

一タ を利用し、 ヴァーチ ャルな 言語活動をしていくことが 重要であ ることを再認識できた。 

( 外国語教育研究部会 : 野澤手口井 立命館大学 )   
現在、 W 市 dows 版からⅡ m Ⅸ版への移植作業を 行っている。 
L № て Ⅸ版を開発する 環境としては、 Borl 征 H 社が 2001 年 5 月に発売した K 刊 侠 を採用した。 
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 [ 小中高部会 ( 研究会 ) ] 小中学校では 2002 年度、 高等学校においては 2003 年度 20 新学習指導要領が 実施される。 また、 この 新 
指導要領から「総合的な 学習の時間」の 創設、 高校での教科「情報」が 新設される。 普通教科でのコンピュ 
ータ利用や情報教育の 推進、 プロードバンド 時代を迎えての 電子媒体による 教育コンテンツに 関わる問題、 

さらには児童・ 生徒の情報モラルやメディアリテラシ 一の育成など 問題は山積している。 

これらさまざまな 課題に対して、 小中高部会として 今年度は研究会のテーマとして 次を設定し開催した。 

まず、 第 8 回研究会は 2001 年 10 月 13 日 ( 土 ) に「最新の教育コンテンツの 動向 一 メーカ一等の 開発状 

況」として、 学習研究社と NHK をお呼 び した。 また、 第 9 回研究会は 2001 年 12 月 8 日 ( 土 ) に「最新の 
教育コンテンツの 動向 p 打 t2  一企業での取り 組み一」として、 野村総合研究所、 内田洋行に報告していた 
だいた。 そして、 第 10 回研究会としては 2002 年 2 月 23 日 U 土 ) に「新教科情報 実施に向けて - 実習は大丈 

夫 ? 」として、 文部科学省から 福士教科古調査官のお 話をいただき、 r 教科「情報」実習へのフライト」 

の 実習事例報告を 行った。 
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来年度もさらに 小中高校の教員だけでなく 大学、 地域さらには 企業とともに 意見交換、 議 註 し研究を深め 
ていく予定であ る。 ( 小中高部会 : 武沢 蕃 神奈川県立厚木高高等学校 ) 

  

[ 小中高部会 ( 実践教材ワーキング ) ] 

高等学校においては 2003 年度 よ り教科「情報」が 始まる。 小中高部会では「情報Ⅱを 対象に「情報」の 
副読本「教科「情報」実習へのフライト 一明日の情報教育で 使える教師のための 実践事例集 一 Ⅰを 2001 年 
7 月 19 日に出版した。 これは、 教科情報の教科 古 では補えないであ ろう「実習」に 焦点をあ てた実践プラン 
として企画したものであ る。 CEC として学校現場への 支援活動の一環であ る。 
次年度はこれらの 中で紹介されている 活動プランを 用いた実践授業の 実施とそれに 関わる研究会を 実施し、 

ら さ に情報 B,C に焦点をあ てた第 2 弾の副読本作成を 目指し、 教科「情報」を 実施するにあ たってのさまざ 
まな問題点や 課題について 研究する予定であ る。 ( 小中高部会 : 武沢 蕃 神奈川県立厚木高高等学校 ) [ 小中高部会 ( ネットデイ・ 学校訪問 ) ] 
小中高部会では、 情報教育の先進校及び 途上校を訪問し、 先進的な取り 組みについての 情報収集活動や、 途 
上校の情報教育を 援助する活動を 行っている。 また合わせて 訪問 校に C ℡ C の活動を伝え、 会員拡大の機会 
にもしている。 今年度は 3 回の学校訪問を 行ってきた。 

1.  「東京都杉並区立西宮中学校」訪問 

平成 1 4 年 2 月 6 日 ( 水 ) 1 4 : 0 0- 杉 甲所研究発表会およびワークショップ 

杉並区のパイロット 校 として 3 年前からインターネットを 活用している 西宮中での研究発表会。 「ネッ 
トワークを利用したコンピュータ 計測システムと 授業活用への 提案」のテーマで、 0S の発達やインター 
ネットの普及で 学習形態がす 変化し調べ学習が 主流になって 来ているが、 理科実験でコンピュータ 計測シ 

ステムを授業に 活用していくように 見直したらどうかという 提案がなされた。 

2,  「青山学院高等部」訪問 
平成 1 4 年 3 月 7 日 ( 木 )  1 2 : 5 0 一 
公開授業 : 情報処理 B 「 3 年生 1 グループの発表」および 担当教師による 授業説明度 ぴ 経過説明、 フリー 
ト一ク 

公開授業の様子 : 

3 年生の情報処理 B 受講者がテーマ 研究の発表会を 行い、 新入生に対する 情報処理 B の授業ガイダンス 
を 行った。 

3.  「滋 賀県立日野高等学校」訪問 
平成 1 4 年 3 月 1 8 日 ( 月 ) 

視察内容 : 

・校内 LAN 整備状況 
・プロバラム 言語「 Perl ( バール ) 」での授業開発 

プロバラム言語「 Perl ( パール ) 」で文字列の 処理を行 う プロバラムを 自作し 、 「オセロ」や「占い」 
「しりとり」などを 開発している。 この Pe 「を使ったプロバラムを 自作し、 生徒に与え使用させている 0 
「しりとり」の 活動を通して、 自分たちの言語環境を 改善しょうとしプロバラムを 修正しょうと 考える生 
徒が出てくる。 また生徒によっては 地域差に よ るしりとりの 違い な 考え、 これを商品化するためにはどん 

な 工夫が必要か 手立てを講じようとする。 ひとつのプロバラムを 与えはじめはゲーム 感覚で使用していた 

プロバラムから 多くの学習場面を 想定させていく。 

次年度は、 先進校の取り 組みをさらに 収集し、 それらを途上校の 情報教育に還元できる 学校訪問を実施 

し、 その間に生ずる 問題点 ( 先進校の取り 組みを途上役に 取り入れる際の 利点や困難点など ) を明らかにす 
る研究活動を 予定している。 ( 小中高部会 : 奥山 賢一 山梨大学教育人間科学部附属小学校 ) 
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cIL 併 ㏄ 2 年度定例総会 詰決害 

情報化教育を、 語学教育の中で、 両者を融合させた 形で実践することによって、 両分野の教育効果を 共 
に高め合うことを 目的とする。 その実践の成果を C ℡ C 会員に公開し、 共有する。 

7. 研究計画概要 
個人用コンピュータの 性能が向上し、 デジタルビデオの 縞 集や、 マルチメディア 技術が一般的なもの 

になりつつあ る。 

本 PJ では、 学生が 

・学内および 学覚 ( 生活の場、 観光地など ) でのビデオカメラ 取材 

，英語原稿の 作成 
・マルチメディア 技術を駆使した 学習教材の作成を、 教官の指導のもとに 行う。 

さらに、 ネイティプスピーカ 一の協力を得て、 語学教材としての 完成度を高める。 でき上がった 教材は、 

インターネットで 公開し、 希望により Cm や DVD の形で頒布する。 以上の過程で 得られた教育学的知見 
を、 PC カンファレンス などで報告する。 

なお、 本研究グループは、 ビデオカメラ、 DV 編集機器については、 高水準のものを 保有している。 イ 

ンターネットによる 公開については、 C 正 C ネットワーク 委員会の協力を 得て実施する。 

8. 申請予算額の 概要 
ネイティブスビーカーへの 謝金 100 ， 000 円 

取材旅費 ( 主に県内 ) 100.000 円 

D Ⅴ D- 尺 /RW  ドライフ 89,800 円 ( 肋 giteclDR-2% ③ 
消耗品口   血 ㎡ DV  テープ、 CD-R なと， )  30.000 円 
合計 329.800 円 

(3) CD@ 弍 OM 書籍Ⅰ最新外国語 C Ⅲ工の研究と 実践 ( 仮題 ) 」の出版 

1. プロジェクト 名 

評価 版 CD-ROM 「最新覚国語 C 可 上の研究と実践 ( 仮題 ) J の出版 
2. グループ 名 

外国語教育研究部会 
3. 代表者名 ( 所属 ) 
野澤和典 ( 立命館大学 ) 

4. 代表者以外の 研究者名 ( 全員 ) 
上村隆一 ( 北九州市立大学 ) 、 松田憲 ( 立命館大学 ) 、 吉田晴世 ( 摂 帝大学 ) + 村侮言語分野 ( 未定 

1 名 ) 
5. プロジェクトの 会計担当者名 

吉田晴世 ( 摂 商大学 ) 
6. 研究目的 
パソコンが学校ばかりでなく 家庭環境に普及し 、 「インターネット」が 日常用語になり、 プロードバン 

ド接続が普及しつつあ る情報化社会への 過渡期であ る現状に至ってもそれを 十分に使いこなせない 教員が 

多い。 情報機器を積極的に 教育・研究活動に 利用してきている 外国語担当教員にしても 然りであ り、 教 
育 ・研究活動や 社会生活においてコンビュー タ を使いこなせるか 否かで大きな 格差 ( 情報格差 ) が生じて 

きている。 しかし、 初等・中等・ 高等教育の全レベルにおいて、 情報教育を主目的としてコンピュータが 

多数導入されてきており、 とかく教育成果や 教授法効果の 不十分さで批判を 受けがちな外国語教育におい 
ても、 積極的なコンピュータ 利用による新たな 教育 

・学習スタイルの 提供が求められている。 CEC には、 その中でも最先端的なコンピュータ 利用の覚国語 

教育研究や実践活動をしてきている 会員が多い。 そういった会員の 研究・実践の 成果を評価 版 CD は OM 

にして刊行し、 大きくは日本の 外国語教育改革の 一助となるべく、 寄与したい。 これまで外国語教育・ 学 
習 という枠組みで 出版されてきたものの 数はまだ少ないので、 大きなインバク ト を与えるものと 思われ ? 

会員に様々な 具体的な関連テーマ ( ケース・スタディを 含む ) で未発表原稿を 公募し、 第三者を含めた 評 

価者が客観的な 審査をした後、 部会世話人を 中心とした 篆 者が編集作業をして、 内容の充実した 実践ハン 

ドブック型の 評価 版 CD-ROM を刊行する。 
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cIEc2 ㏄ ヲ 年度定例総会議決を 

7. 研究計画概要 

公募開始 :2002 年 4 月 

公募締め切り :2002 年 8 月末 

予定執筆者数 : 10 名程度 ( 執筆者が決まり 次第公募を締め 切り、 その後、 必要があ れば再度公募する ) 
出版予定時期 :2003 年 3 月 ( 場合によっては 早まる可能性あ り ) 
予定発刊部数 : 評価 版 200 部 
執筆者 :C 正 C 会員であ る小中高大の 外国語担当教員、 大学院生、 一般社会人など 広い層を考える ， 
執筆条件 :CEC 会員であ る執筆者が自らの 企図を十分に 反映し、 しかもそれに 責任を負える オ リジナル 
の原稿を作成できる 方。 

原稿様式 : 基本的に word か把甜の ファイルとして e-m 皿などの手段で 提出してもらう。 

原稿の採用可否に 関して : 本 プロジェクトでは 提出された原稿を 編者 連 および第三者によるレビュー 制度 

を設ける，従って、 原稿提出を依頼した 時点ではまだ 正式に執筆者として 採用するか否かを 決定したわけ 

ではなく、 提出された原稿が 審査に通った 時点で、 正式に執筆者として 採用する。 

配付方式 : 全 200 部のうち、 各編者に 2 部、 各執筆者には 5 部配付し残り 140 部のうち、 ・ i0 部を保存版 
として事務局に、 評価 版 として執筆者の 諸属する機関、 主たる関連賛助会員および 主要な覚国語関係ジ ャ 
一々 ル などに寄贈する。 

8. 申請予算額の 概要 
マスター CD-ROM の作成費 100 ， 000 円 

書籍 CD-RO 玉 Ml ケース入り作成費 (200 枚 )  200x150 円 ミ 30.000 円 
- ジャケツ ト 印刷費 20.000 円 

編集会議旅費 (4 回分 ) 280 ． 000 円 ( 未定者一名を 加えた編者 4 人がいる関西にて 会議を開催のため 主 
として北九州市からの 一名分の一泊宿泊を 含む往復旅費 50.000 円 x4+2000 円 x5% Ⅹ 4 Ⅰ 80.000 円 ) 
会議会場 費 (4 回分 )  10.000 円 ( 各 2 日方 )x4 も 0 ， 000 同 
執筆者などへの 送料 20.000 円 
雑費 10.000 円 

総計 500.000 円 

(4) 情報教育授業支援・ 学校訪問 

1. プロジ ニ クト 名 

「情報教育授業支援・ 学校訪問」 

9. グループ 名 

小中高部会 

3. 代表者名 
奥山 賢一 ( 竜王町立竜王小学校 ) 

4. 代表者以外の 研究者名 
綾 皓 二郎、 生田 茂、 大橋 真也、 小野 進 、 小西 浩之、 下田 光一、 武 沢 護 、 橋 孝博   

仲田 秀、 山田 祐仁 

5. 会計担当者名 

仲田 秀 
6. 目的 

情報機器の整備が 進み、 校内 lAN が各学校に張り 巡らされる よう になった。 しかし多くの 学校の情報担 
老者は、 「どのように 授業で生かし 子どもたちに 使わせて い く か 」、 困惑している。 小学校において 

は 、 総合的な学習の 時間での情報機器の 活用、 教科での利用等が 望まれて中学校においては 技術家庭 
科、 他教科、 総合的な学習と 多岐にわたる 利用が叫ばれている。 高校においては、 新教科「情報」に む 

けて、 準備を進めている 段階でもあ る。 困惑している 先生方に対して、 これまで C 正 C 研究会で発表され 

た先進事例をもとに、 その学校にあ った授業を支援する。 また、 各学校現場の 情報教育の実態を 把握す 
るために、 学校訪問を実施する。 
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7. 研究計画概要 : 

現在立ち上げている「総合学習」のメーリンバリストを 活用し、 情報交換を行う。 また、 C 正 C の Web 
ぺ ー ジ に 「情報教育を 進める上での 悩み事相談」というコーナーを 設け、 LAN 運用上での悩み 事や授業 

を設計する上での 相談窓口を設ける。 この窓口に投稿された 内容を受け、 メール等での 授業実施上で 必要 

な指導計画作成などのサポート、 及び現地に出向いての 支援活動を実施する。 また支援した 内容を Web 

上に公開していく。 
5 月 :Web ぺージ上にコーナ 一の「情報教育を 進める上での 悩み事相談」を 設置 

" O  月 ～ 1 2 月 : 総合学習の ML 上でのサポート 
? 月 : 学校訪問 

( 本年度実績 : 2 月 : 西宮中、 3 月 : 青山学院高等部、 滋 賀県立日野高等学校 ) 

2 月～ 3 月 :Web 上に支援した 内容を公開 ( 支援後随時公開予定 ) 

8. 申請予算額の 概要 
15 万円 

交通・宿泊費・ 他 i0o.000 

備品・消耗品購入 50.000 

( 備品 :DVD-R 、 消耗品 : メディア (DVD 、 CD など )   

ムテ十 ロ 口 150.000 

(5) 教科「情報」副読本ワーキンバ 

1 . プロジェクト 名 

教科「情報」副読本ワーキンバ 

2. グループ 名 

小中高部会 

3. 代表者名 
武沢 護 ( 神奈川県立厚木高高等学校 ) 

4. 代表者以外の 研究者名 ( 会員 ) 
綾 浩二郎、 生田 茂、 宇治 玲子、 大椿 文也、 奥山 賢一、 小野 遊 、 小西 浩之、 

下田 光一、 高橋 信博、 橘 孝博 、 仲田 秀 、 福島 毅 、 山田 祐仁 
5. プロジェクトの 会計担当者 

仲田 秀 

6. 研究目的 
2003 年度高等学校においては 2003 年度より教科「情報」が 始まる。 小中高部会では、 「情報ぬ る対 
象 に昨年「情報」の 副読本 ( ¥ 教科「情報」実習へのフライト」 ) を出版した。 今年度は、 これらの中で 
紹介されている 活動プランを 用いた実践授業の 実施とそれに 関わる研究会を 実施する。 そしてさらに 情報 

BC に焦点をあ て、 第 2 弾の副読本作成を 目指し、 教科「情報」を 実施するにあ たってのさまざまな 問題点 
や 課題について 研究する予定であ る。 

7. 研究計画概要 
・副読本作成にあ たっての会合、 打ち合わせの 実施 (4 回 ) 
・副読本を用いた 実践授業の実施とそれに 関する研究会の 開催 

，情報 B 、 C をターゲットとした 副読本の作成 

8. 申請予算額の 概要 :4 回の会議 荻 として 如 万円 
・交通・宿泊費 360,000 

・食事代 40,000 

合計 400,000 
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CIEC2 ㏄ 9 年度定例お会議決各 

自然科学への 興味を誘発し、 理解を深めることのできる 教材開発であ る。 

我々はこれまで 名古屋大学共通教育物理学基礎 3( 大学 1 、 2 年生を対象にした 物理学実験 ) の一環とし 
て 、 シミュレーション 教材を開発し、 実際に授業の 中で用いてきた。 その教材は 3 次元シミュレーション 

を含むもので 開発言語には C 言語を用い、 ⅩⅥ「 血 dow 上で動作する、 GUI 環境を提供する XForms ライプ 

ラ リ 、 3 次元シミュレーションを 実現する OpenGL 互換の Mesa ライプラ サ を用いたもので、 実際に学生 
からも評価を 得ていたのしかしながら、 コンピュータの 種類、 0 臥 以下、 コンピュータのフラット フオ一 

ムと 表現する ) に依存し、 一般に公開するには 不向きであ るという欠点があ った。 一方、 コンピュータの 

プラットフォームにもあ まり依存せず、 プラウザ上でネットワークを 通じて実行することのできる 教材と 

して、 Java を用いた開発が 多くのグループでなされてきた。 しかしながら、 2 次元のシミュレーションが 

中心であ り、 GUI 環境として AWT を用いたことによる、 プラットフォーム 依存性も若干残されていた。 

以上のことを 背景に 、 次のような特色を 持つ教材を開発することを 目標とする。 

(1) アプリケーションとしてだけでなく、 ネットワークを 通じても実行することのできる、 一般公開が容 
易 な教材であ ること。 この実現のために、 プラウザ上でアプレットとして 実行可能な Ja Ⅴ a を用いた開発 

さ 行う。 
(2m 利用者の使用するコンピュータのプラットフォーム 依存性が少ないこと。 そのために、 Java の Sw ㎞ g 

API を用いて GUI 環境を構築する。 
(3)3 次元シミュレーションを 含む、 よりリアル な シミュレーションをとりいれること。 JaVa3DAPI を用 

いることによりそれを 実現する。 

7. 研究計画概要 
まず年内を目標に、 教材の題材となるシミュレーションプロバラムを 開発していく。 それには、 これま 

で物理学実験 
の中で用いてきた C 言語で開発されたプロバラムを 土台として、 より汎用・牲のあ るソフトウエアとするた 

めに Java3D 、 SWm)g を用いることとする。 また、 申請者 3 人が中心となり、 Java3D 勉強会を 2 年近く 
行ってきたが、 その中で Java3D を用いた、 3 次元シミュレーションプロバラムの 試作品がいくつか 成果 

として得られたが、 それらもソフトウェア 開発に役立つと 考えられる。 これらソフトウェアの 開発にあ 

たっては、 GUI 操作性に関して、 教材全体としての 一貫性を持たせるよう 整備することも 重要であ る。 

以上が、 CEC の目的であ る、 「教育におけるコンピュータ 利用のあ り方を研究し、 その成果を普及す 

ること」のうち、 前半部分「教育におけるコンピュータ 利用のあ り方の研究」に 該当する。 そして、 後半 
の「その成果を 普及する」ことを 考えた場合、 作成された教材を CEC での公開をはじめ、 何らかの学会 
で 発表したり、 また Web 上や、 C Ⅰ ROM 配布などの形をとおし 一般に公開することは、 研究成果の普 
及につながると 考えられる。 さらに、 学会での議論や、 公開後にプロバラムのババや 意見などを受けつけ 
ることにより 得られる、 様々なフィードバックを 参考にしながらさらに 改良を加えていくことは、 研究の 

発展につながると 期待できる。 

そして最終的には、 開発されたソフトウェアと 解説等を整備統合し、 教材としての 完成度を高めていき、 
また、 次年度での実際の 授業の中で試行していくことを 予定している。 

8. 申請予算額の 概要 
コンピュータ 370,000 円 

( ソフトウェア 開発用 兼 デモンストレーション 用 

グラフィック 性能に優れた、 東芝 D Ⅵ 咀 B の丘 G4/Ul% Ⅱ正を予 匂 
上記コンピュータ 用増設メモり 穏 ， 000 円 

( ソフトウェア 開発用統合環境を 使用する際、 多くのメモりを 消費するため ) 
CD 一 R/RW&DVD 一 RAM ドライプ 60.000 円 

(CD-ROM 教材作成 兼 バックアップ 用 ) 

CD@ 一 R&D Ⅴ D メディア 30.000 円 

( 配布用メディア、 バックアップ 用メディア購入 穏 。 ) 
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4  .  2002  . 2003 年度 C 旧 C  役員一覧 

* 下 線は運営委員会メンバー 

会長 (1 名 ) 
  佐伯 絆 ( 青 ln@ 院 大学 ) 

副会長 (50 音順 3 名 ) 
松田 憲 ( 立命館大学 ) 一 
                                                            大学部 ) 

個人会員理事 (50 音順 3i 名 ) 
青木 白画 ( 北海道大学 ) 
  ，   鰐 清   (       、 匝 k ざ } 
綾 浩二郎 ( 石巻専修大学 ) 

石川 祥一 ( 松 蔭女子大学 ) 
    健司 ( 高知女子大学 ) 
指宿 信 ( 立命館大学 ) 
上村 隆一 ( 北九州市立大学 ) 
奥山 賢一 ( 竜王町立竜王小学校 ) 
小野 進 ( 東京大学 ) 

籠 杏 和弦 ( 関東学院大学 ) 
熊澤 典 良 ( 鹿児島大学 ) 
小西 浩之 ( 滋 賀県立日野高等学校 ) 
小林 昭三 ( 新潟大学 ) 

榊原 正明 ( 鳥取大学 ) 
( 神奈川県立厚木市高等学校 )   下     Ⅰ P 正三   ヨ Ⅰ   し ノミ         

田中 一郎 ( 金沢大学 ) 
    一 +    、   

筒井 洋 ( 京都 精 幸大子 ) 
，鳥居 隆司 ( 福山女学園大学 ) 
ィ 中田 秀 
( 慶応義塾大学総合政策学部科目履修士 ) 
中村 彰 ( 秋田大学 ) 
野澤 禾 芦 " Ⅰ 口典 ( 立命偉大子 

  

平井 康一 ( 北 星学園大学 ) 
原田 康 也 ( 早稲田大字 ) 

松浦 興一 ( 鳥取大学 ) 
宮本 裕 ( 岩手大学 ) 
森 夏館 ( 酪農学園大学 ) 
森 直之 
( 東京理科大学消費生活協同組合 ) 
吉田 晴世 ( 摂 商大学 ) 

、 一 
若林 清水 ( 京都大学 ) 
和田 勉 ( 長野大学 ) 

cIEC220% 年度定例総会議決書 

監事 (50 音順 3 名 ) 
全国 書架 

( 全国大学生活協同組合連合会 ) 
妹尾 堅 一郎 ( 慶応義塾大学 ) 
辻 正雄 ( 早稲田大学 ) 

団体会員理事 (50 音順 5 名 ) 
泉谷 和明 ( シャープ株式会社 ) 一 " 

岸活 協同組合連合会 ) 一 
玉屋善康 ( 富士ゼロックス 株式会社 ) 
原田 大幸 ( アップルコンピュータ ) 
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clEC22 ㏄ 2 年度定例お 金穣 法書 

5.2002 年度 Cl 日 C 定例総会 意見書に対する 回答 
0 本田同臭 

r 議案 5 について ] 

CEC 設立準備から 設立後と永年にわたり 最高責任者として 活躍いただいた 奈良久会長に 先ず感謝いたし 

ます。 先生の温かい 人柄と商い見識及びリーダーとしての 指導力は卓越しており、 会員の一人として 厚くお 
礼 申し上げます。 まさに C 正 C の生みの親であ り、 育ての親であ ったと思います。 

( 回答 ) 有難うございます。 議案 5 の選挙結果報告をご 承認いただけますと、 会長が交代することになりま 

す。 奈良会長の永年のご 功労に感謝いたしまして、 一昨日の理事会で 先生は名誉会員に 推挙され承認されま 
した。 皆さんで、 もう一度感謝の 意を表したいと 思います。 

[ 議案 1. 2 について ] 

会員状況を見ますと 合計では微増ですが、 大学職員、 生協職員等個人会員が 減少しているのが 気になりま 

す 。 「組織基盤、 財政基盤の確立からも 会員の拡充、 さらなる会員交流を 深める」とあ りますが、 具体策が 

あ りません。 会員、 役員が一丸となって 会員拡大に努力すべく、 各々が目標をもつて 取り組みましょう。 
( 回答 > 具体策 は ついては、 理事会・運営委員会で 検討し、 一部は実施に 入っております。 ニューズレター 

等で適宜報告やお 願いを申し上げる 所存です。 今後、 会員の皆さんにもお 知恵やお手を 拝借したいと 存じま 

す 。 よろしくご協力のほどお 願い申し上げます。 

会員拡大については、 議案 1 にもあ ります よ うに中期課題解決の 具体的行動の 大きな柱になっておりま 

す。 また、 他にも多くの 意見が寄せられておりますので、 ここでまとめてお 知らせし、 回答させていただき 

ます。 

0 三重治 通 ( 大学生協九州事業連合 ) 
[ 議案 1 は ついて ] 会員拡大について 

(l) e 正 C の活動は多くの 会員が取り組んでいる「学習用 PC 」の発展系と 考えています。 そのわりには 会 

員 生協の団体会員が 少な過ぎるようです。 経費削減も必要ですが、 必要な活動にきちんと 経費を出すことが 

生協事業の発展です。 もっと強く加入を 訴えましょう。 
(2) さらに学生 ( かなりへビーユーザ づ にとっても、 C 正 C の活動は魅力的なはずです。 会員生協内で 

組合員に向けた 加入案内を強化し、 誰でも加入できる 状態を作る必要があ ります。 連合会機器担当とも 協力 
( 特に費用面 ) して案内チラシを 大主に配布するのも 一案です。 

( 回答 ) 最初に出てくる「会員」は、 「会員生協」と 考えさせていただきます。 CEC にとって、 大学生協 
はその源であ り、 パートナ一でもあ りその職員や 組合員に魅力あ る・役に立つ 組織となることを 常に願って 

おります。 これを実感していただき、 多くの方に会員になっていただけるよう、 今後も努力してま い りま 

す。 大学生協においても、 是非 ご 協力をお頂いいたします。 

0 斎藤真左 樹 ( 日本福祉大学メディア 教育センタⅡ 
[ 議案 2 について ] 会員数がここ 数年減少傾向にあ りますが、 その理由はどこにあ るのでしょうか ? 

( 回答 ) いくつかの理由があ ると思いますが、 ひとつに は 、 会員拡大の努力を 引き続き行っており、 新規の 

入会きも多数いらっしゃいますが、 会 寅の滞納等での 整理で退会も 相当数あ ることが挙げられます。 今後、 

新たな会員の 拡大とともに、 会員にとってより 魅力あ る CEC を目指し 金 貝を継続していただく 努力も行っ 
てまいりたいと 思っています。 

0 仲田秀 ( 慶礁 義塾大学科目履修士 ) 
CIEC が飛躍的とは 言わないまでも 着実に発展していくためには、 会員個々人にとって 魅力あ る学術研究 

活動が必要です。 それは主体的に 関わる機会がふえることです。 地域研究会や 地方企画がその 地域にあ った 

ものとして作れることでしょう。 それを地域の 会員が軸になって 仝 年 またいくつかでもつくっていければい 
いですね。 

0 神谷良夫 ( 愛知学院短期大学 ) 

そろそろ会員名簿をつくられてはどうでしょう。 その方がローカルな 活動がしやすくなると 思います。 九 
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川・大阪・名古屋・ 東京・北海道の 5 プロックくらいに 分けて、 3 ケ 月に 1 度くらいのフォーラムの 開催を 

して会員の増加を 考えていく必要があ ると思います ， 

0 藤澤 大 ( 朝日大学大学院 ) 

予算に多地点で 研究会が開けるシステムを 入れていただくと 有り難いです。 遠隔地にいる 人にとっては 何 

度も研究会などに 運 び やすくなるので。 

( 回答 ) この 3 件は、 研究会や活動の 地域での実施を 促進するためのご 意見とご提案です。 事業計画では 

(3) に示されておりますが、 中期課題でもあ り、 積極的に取り 組んでまいります。 その実施に際しては、 
会員の皆さんにも 是非 ご 協力をお願いしたいと 存じます。 会員名簿については、 情報の保護との 兼ね合いも 

図って検討をしてま い りたいと思っています。 また、 遠隔研究会の 取り組みについても、 技術的にもコスト 

的にもそろそろ C 正 C でも手を出せる 状況になりつつあ るかと存じ、 検討をしてまいりたいと 思っていま 

す   

0 堀田英夫 ( 愛知県立大学 ) 

CTEC のホームページへのリンクを 国内の学会のホームページのゲートウエイであ る国立情報学研究所学 

協会情報発信サービスにリンクをはってもらったらどうでしょうか。 (httD ツ八 wwwsoc.n)ii,acJD/) 

( 回答 ) 広報による会員拡大にとって、 Web の利用は大きな 力になると存じます。 すでに学術団体登録さ 
れた前後から 国立情報学研究所の 求めに応じ、 登録しておりますが、 C 正 C ( シーク ) として「 さ 」行のと 

ころにリストされています。 これが見つけにくくなっているのかもしれません。 

登録した当時、 N このサ ー バにぺ ー ジを置かないと、 ぺージ全文検索ができないシステムになっており、 

自前のサ ー バを利用する 本会のサイトが 検索等で よ りヒットしやすい 方法を検討してまいりますが、 会員の 

皆さんにも良いアイデアがあ りましたら、 是非 ご 提案いただきたいと 存じます。 

0 菅野秀樹 ( 高田町立高田小学校 ) 
教育の情報化を 推進するためのマニュアルづくりを 進めていただきたい。 特に小・中学校レベルでは 情報 

化が意識面、 政策面、 財政面の全てにおいて 困難を極めている 状況が一般的であ るので、 実効性のあ る マ 

ニュア ル づくりは急務であ ると考えます。 

( 回答 > 本 会には、 会員のご提案によるプロジェクト 事業、 年毎に活発になってきている 部会活動があ りま 

す。 会員の提案を 会の活動に反映できる よ う今後も努力してまいります ，是非、 積極的なご参加をお 願いい 

たします。 なお、 本件に関する 活動では、 小中高部会にも 提案いただけると 存じます。 よろしくお願いいた 
します。 

0 石川高行 ( 北海道大学大学院教育学研究科 ) 
各委員会方針 (3) ネットワーク 委員会 2002 年度方針 (P75)  「ホームページ」をリニューアルするのな 
ら 、 ついでにホームページ 以外の Webp 笘 e も更新するといいと 思います。 

議 実害の体裁ですが、 1 行の文字数が 多すぎて読みにくいです。 1 行 3 5 文字を超えるなら 2 段 組 にする 
方がいいと思います。 

( 回答 ) 前段については、 「ホームベ - ジ 」と言 う 用語の使 い 方への配慮が 足りず、 申し訳ございませんで 

した。 もちろんホームベージ ( トップページ ) だけではなく。 いわゆる「ホームページ」、 正確には Web 

コ昭 es についての更新を 行ってまいります。 

後段については、 今後の参考にさせていただきます。 

0 平木竹二 ( 石川 @ 土小松工業高校 ) 
1 議案 4 について ] 今年度も初等・ 中等教育に関連したプロジェクトが 計画されており 嬉しく思います。     

ねからも教育現場の 実情を取り上げる 協議会であ ることを期待します。 

( 回答 > CIEC の活動にご理解とご 期待をいただ ぎ あ りがとうございます。 仝後も会員のご 希望、 ご 提案に 

沿った活動を 推進してまいりたいと 思っています ，さらなる皆さんのご 協力をお願いします。 
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6. C 旧 C 会則 
◆ CIEC 会則◆ 

第 1 章 総則 
第 1 条 本 会の名称は、 CIEC ( シーク ) とする。 C IEC は 

・で㎝ mc Ⅱ forI 皿 pro Ⅴ lementof Edu ㏄ 坤 on 士 rou 追 h ㏄ mputerS" の略称であ り   
日本語訳 は 「コンピュータ 利用教育協議会」とする。 

第 2 条 不会は、 教育におけるコンピュータ 利用のあ り方を研究し、 その成果を普及することを 目的とする。 
第 3 条 を会は、 前条の目的を 達成するため、 次の事業を行う。 
一 年度ごとの総会、 PC カンファレンス、 その他の会合を 開催すること。 

二 会誌その他の 出版物を編集刊行すること。 
三 情報ネットワークを 活用した交流の 場を開設し、 その運営にあ たること。 
四 コンピ ニ 一タ利用教育に 関心をもつ人々の 交流をすすめること。 
  すぐれた教育用ソフトウェアの 謂杢 ・普及あ るいは開発及びそれに 付随する事業を 行 う こと。 
六 国内外の関連団体との 交流・提携をすすめること。 
七 その他 不 会の目的を達成するため 適当と認められるを 業 。 

第 4 条 本 会は、 事務所を東京都杉並区和田 3T 目 3 0 番 2 2 号に置く。 

第 2 章 会員 
第 5 条 不会の会員は、 個人会員、 団体会見とする。 
第 6 条 個人会員は、 本会の目的に 賛同して入会を 申込んだ個人で、 理事会の承認を 受けた者とする。 
2. 個人会員は、 本会の事業に 参加し、 会 詰の配布を受け、 かっ、 本会の運営に 参画する。 
3. 個人会員 は 、 会費年額 4.000 円を前納しなければならない。 ただし、 院生・学生は、 会費年額 3.000 円 と 

する。 
第 7 条 団体会員は、 本会の目的に 賛同し協力するため 入会を申込んだ 団体で理事会の 承認を受けた 者とする。 
2. 団体会員は、 本会の事業に 参加し、 会誌の配布を 受け、 かつ、 本会の運営に 参加することができる。 
3. 団体会員 は 、 会費年額一口 30,000 円以上を前納するものとする。 
第 8 条 退会しようとする 会員は、 事務局に対して 文書によって 意思表示し、 理事会の確認を 経て、 年度 未に退 
会することが 出来る。 

2. 会員の中で会費等の 納入を怠った 者は、 会員としての 資格を失うことがあ る。 
第 9 条 本 会に対し多大な 貢献をされた 会員 は ついて、 理事会において 名誉会員として 選任することができる。 
2. 名誉会 員は 、 本会の事業に 参加することができる。 また、 会誌の配布を 受ける。 

3. 名 学会員 は 、 会 按を免除される。 

第 3 章 会長、 副会長、 理事及 び 監査 
第 10 条 年会には次の 役員を置く   

一 会長 1 名 

二 副会長 若干 名 
三 理事 3 0 名 以上 4 0 名 以内 

四 監事 3 名 
第 11 条 会長は、 本会を代表し、 会務を稔括する。 
第 12 条 副会長は、 会長を補佐 し 、 会長にさ故があ るときは、 その職務を代行する。 
2. 前項において、 会長の職務の 代行は、 会長によって 指名された副会長が 行う。 

第 13 条 理をは、 会長の総括のもとに 会務を行う。 
第 14 条 監事は、 本会の会計を 監査する。 
第 15 条 会長、 副会長、 理事及び監事は、 お会において 選出する。 
2. 会長、 副会長尺 ぴ 監事は個人会員の 中から、 理事は個人会員、 団体会員の中から 選出する。 
第 16 条 前条に掲げる 役員の任期は、 いずれも 2 年とし、 再任を妨げない。 
2. 補欠の役員の 任期は、 前任者の残任期間とする。 
3. 役員の任期の 終了期限は、 役員改選の総会の 終了時とする。 

第 4 章 鍍金 
第 17 条 年会には、 議決機関として 総会を置く。 2. 粉 会は、 会長が招集する。 
第 18 条 総会は、 本会の事業及び 運営に関する 重要 苧 項を審議決定する。 
第 19 条 劫 会は、 第 6 条に定める個人会見及 び 第 7 条に定める団体会見の 代表者 (1 団体会員 1 名 ) をもって粗 
織 する。 

第 20 条 統 会は、 定例総会友 ぴ 臨時総会とする。 
2. 定例 織 会は、 年 1 回開催する。 
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ひ ECC2 ㏄ 之 年度定例総会議決が 

3, 臨時総会は、 会長が必要と 認めた場合、 スは 構成員 5 0 君 以上から議事を 示して請求のあ った場合開催す 
60 

4. 前項の構成員からの 請求による臨時総会については、 会長は請求のあ った日の翌日から 起算して 3 0 日 以 
内に開催しなければならない。 

第 21 条 次の事項 は 、 定例話会において 承認を受け、 又は審議決定されなければならない。 

一 会務 報き 及 び 事業計画 
二 前年度収支決算及 び 当該年度収支予算 
三 役員の改選 
四 その他総会又は 理 $ 会が必要と認めた 事項 

第 22 条 総会の議事の 内容は、 あ らかじめ会員に 通知されなければならない。 
第 23 条 総会は、 構成員の 1 0 分の 1 以上の出席により 成立する。 
2. 前項の、 船会への出席とは、 本人出席、 書面出席、 委任出席とする ， 
第 24 条 鍍金における 議事の決定は、 出席者の道半数の 同意を要する。 
第 25 条 特別の事情あ る場合、 理事会の議に 基づき会長ほ、 臨時総会の開催に 代えて「通信の 方法による総会」 

を実施することができる。 

第 5 章 理事会 
第 26 条 本 会には、 執行横関として 理事会を置く。 
2. 理事会 は 、 会長が招集する。 

第 27 条 理事会は第 3 条に定める事業並びに 収支予算について 責任を負い、 執行の佳に 当る 。 
2. 理事会は、 会長，副会長友 ぴ 理事をもって 組織する。 
3. 理事会 は 、 必要あ る場合、 構成員以外の 者の出席を認めることができる。 
4. 理事会 は 、 必要あ る場合、 特別委員を委嘱することができる。 

第 6 章 運営委員・運営委員会 
第 28 条 運営委員は、 理事として特に 会務を整理する。 
2. 運営委員は、 理事の中から 理事会において 選出する， 
3. 運営委員の定数は、 5 名以上 1 5 名以内とする。 
第 29 条 運営委員会は、 理事会の決定にしたがい、 常時執行の任に 当 る 。 

2. 運営委員会 は 、 会長・副会長及び 運営委員をもって 組織する。 
3. 会長が必要と 認めた者及 び 理事は、 運営委員会に 出席することができる。 

第 7 章 専門委員会 
第 30 条 本 会には、 第 3 条に定める事業を 遂行するため、 専門委員会を 置くことができる。   

2. 専門委員会の 組織及 び 追首に関する 規則 は 、 理事会において 別に定める。 
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第 9 章 事務局 
第 32 条 年会には、 専務局を設ける。 
2. 事務局 は 、 全国大学生活協同組合連合会内に 仁く 。 

3. 事務局に、 事務局 跨 括 さ田く 。 
4. 前項の職員は、 理事会の承認を 経て、 会長が委暗する。 

第 10 章 会計 
第 33 条 年会の経典は、 会費、 協賛 金 、 寄付金波 ぴ その他の収入をもって 支弁する。 
第 34 条 本 会の会計年度は、 毎年 4 月 1 日に始まり翌年 3 月 3 1 日に終る。 

第 Ul 章 雑則 
第 35 条 本 会の事業及 び 運営に関する 細則は 、 別に定める。 
第 36 条 本金 め 会則の改正は、 総会における 出席者の 3 分の 2 以上の同意を 要する。 

附則 
    この会則は 1 9 9 6 年 7 月 6 日 C l EC 設立総会において 制定し、 制定の時から 施行する。 

2. この会則は 1 9 9 7 年 8 月 5 日、 一部改定を実施した。 

3,  この会則は 2 0 0 1 年 8 月 7 日、 一部改定を実施した。 
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c 炬 c2 ㏄ 2 年度定例総会 援決害 

◆ C I EC 総会運営規約◆ 

( 総則 ) 
第 1 条 この規約は、 C I EC 会則の第 16 条から第 24 条までの規定にもとづき、 総会の運営について 定めるものであ 

イこ Ⅰ 

2. C I EC 会則およびこの 規約に定める 以外の欝会の 運営に関する 事項で必要な 事項はそのっと 総会で定める。 
3. C I EC 会則、 この規約および 総会で定めた 事項のほか、 総会の運営に 関する事項については、 礒長 が決する。 

( 会員の資格承認 ) 
第 2 条 会員の資格確認 は 、 C I EC 会則第 5 条から第 8 条までの規定にもとづき、 事務局が準備した 会員名簿によっ 
て 行 う 。 

2. 書面議決 害 たっけては前項を 準用する。 
3. 出席した会員に 対する委任状についても 第 1 項を準用する。 

( 資格審査委員 ) 
第 3 条 会長は前条を 円滑に行な う ため、 理事で構成する 資格審査委員をおくことができる。 

( 開会及び議長・ 副議長の選任 ) 
第 4 条 会長または会長の 指名した理事は、 C I EC 会則第 22 条の成立要件をみたしたとき、 その数を会場に 報告する 
とともに、 総会成立の旨を 述べ開会を宣し、 議長友 ぴ 副議長の選任をはかる。 

( 事 長および副議長 ) 
第 5 条 議長は第 1 条にもとづき 総会の秩序を 保持し円滑に 運営する。 
2. 副議長は議長を 補佐 し 議長に事故あ るときまたは 議長の指示あ るときこれに 代る 。 

( 珪 案の説明 ) 
第 6 条 課長の指示にもとづき 議案は理事が 説明する。 ただし必要あ るとき議長は 理事以外のものに 説明させることが 
できる。 
2. 監査結果については 監事が説明する。 
3. 役員選挙については 役員選挙規約にもとづき 選挙管理委員が 説明する。 

ト事 不可 理 ) 
第 7 条 否決または撤回された 動議および修正案は 同一総会で再 び 提出することができない。 

( 採決，採択の 方法 ) 
第 8 条 採決・採択は 挙手、 起立、 投票のいずれかの 方法に よ るものとしその 都度議長が定める。 
2. 書面議決書があ る場合は、 詣案 ごとにその賛否に 加えて採決・ 採択しなければならない。 ( 採決・採択報告 ) 
第 9 条 註 長は採決・採択の 結果を報告する。 

( 護事 妨害に関する 措置 ) 
第 10 条 給金開催中は、 私語や無断発言その 他誌事を妨害する 行君および 套 会の秩序を乱す 行為をす 
ることができない。 

2. 議長は総会の 秩序を乱すものに 対しては益金にはかり 退場させることができる。 

( 規約の変更 ) 
第 11 条 この規約の変更は 総会に於て出席した 会員の議決権 の過 半致に 28 議決を必要とする。 

( 施行期日 ) 

第 12 条 この規約は 1997 年 8 月 5 日より施行する。 
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cIEC20 館年度定例総会。 議決 害 

7.C  l E  C 活動報告 (2001.4 ～ 2002.3) 

  

  

2001 年 
4 月 13 日 200lPC カンファレンスリーフレット 掲載企画原稿確定 
4 月 24 日 、 ン ンポジウムパネリスト 加藤氏訪問 

4 月 27 日 小中高部会副読本「教科「情報Ⅰ実習へのフライト」第一版出来上がり 
S 月 7 日 会誌 VOL.l0 事務局校正 /PC カンファレンスリーフレット、 ポスタ一発行 
S 同 9 日 PC カンファレンス 事務局タスク 

5 月Ⅰ 2 日 佐伯理事訪問 
5 月 14 日 合 誌 VOL.l0 青焼き校正 
5 月 17 日 監事会 /PC ヵ ンファレンス 事務局タスク 
5 月 23 日 PC ヵ ンファレンス 事務局タスク 

5 月 26 日 第 28 回研究会 テーマ : 「ネットワーク 社会における 著作権 法」 

小中高世話人会、 「教科「情報 ] 実習へのフライト」 仮終 校正 
5 月 27 日 2000 年度第 3 回運営委員会 

5 月 28 日 選挙管理委員会 
5 月 30 日 PC カンファレンス 金沢実行委員打ち 合わせ 

5 月 31 日 合議 VOL.l0 発行 

6 月 5 日 選挙公示 /2001 年度定例総会開催公示 
6 月 14 日 PC カンファレンス 事務局タスク 

6 月 15 日 PC カンファレンス 論文集原稿締切 / 議案音人 稿 

6 月 20 日 2001 年度議案 書 発行、 送付 
6 月 23 日 第 29 回研究会 ( プレカンファレンス ) テーマ : 人に優しいⅡ社会の 実現と教育の 役割 

第 3 回プロバラム 委員会 ( 金沢 ) 

7 月 5 日 PC ヵ ンファレンス 事務局タスク 
7 月 6 日 市民 フ オーラムボスター ，チラシ発行 

7 月 15 日 Pa カンフアレンス 参加者受付締め 切り 

7 月 18 日 PC カンフアレンス 事務局タスク 

7 月 19 日 「教科 [ 情報 ] 実習へのフライト」発行 
8 月 1 日 論文集発行 / 参加者のしおり 発行 

8 月 5 日 2000 年度第 2 回理事会 
市民フォーラム ( 石川県教育会館 ) テーマ : Ⅱ社会と 21 世紀を担う子どもたち 

8 月 6 日 200lPC ヵ ンファレンス 
全体テーマ : 「 21 世紀、 ともに学 び 合う社会へ一人問と IT との融和をめざして 一 」 
シンポジウムテーマ : 人に優しいⅡ社会の 実現と教育の 役割 

8 月 7 日 200lPC ヵ ンファレンス /2001 年度定例総会 
8 月 8 日 200lPC カンファレンス 

8 月 20 日 会話口号原稿締めき り 
9 月 5 日 カンファレンス 委員会 /Newsle 甘 erNo.24 発行 
9 月 18 日 PC カンファレンス 事務局タスク 

9 月 19 日 会誌 vol.10 巻頭インタピュー 
9 月 22 日 PCC カンファレンス 第 3 回実行委員会 ( まとめ ) 
10 月 Hl 日 ホームページ 刷新打ち合わせ 

10 月 13 日 小中高部会第 8 回研究会 テーマ : 仮 新の教育コンテンツの 動向～ メ 一ヵ一等の開発状況 一 
比 カンファレンス 北海道 2001 ( 北海道教育大学旭川 校 ) 

10 月 14 日 PC カンファレンス 北海道 2001 

10 同 20 日 eEC 第 l 回運営委員会 / 電子教材会議 

10 同 21 日 金詩編集委員会 
11 月 10 日 PC カンファレンス 2001 № 北 九大 ( 北元 丹 l 市立大学 ) 
11 月 1l 日 PC カンファレンス 2001 ㎞Ⅱ ヒ 九天 
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tl 同 17 日 2002PC カンファレンス 第 1 口実行委員会 

第 30 回研究会 テーマ : メディアリテラシー の 現状と課題 一 教育現場から 

工 i 同 30 日 合 誌 「 yoL.l1 発行 
12 月 i 日 事務局打ち合わせ 会議 

T2 月 8 日 小中高部会第 9 回研究会 
テーマ : 「最新の教育コンテンツの 動向 Da 「 t2 一企業での取り 組み一」 

12 月Ⅰ 7 日 NewsletterNo.25 発行 

12 月 22 日 2001 年度第 2 回運営委員会 

2002 年 
上戸ぱ目 小中高副読本打ち 合わせ会議 

「覚国語コミュニケーション 活動セミナー」 へ 吉田理事参加 ( 愛媛大学 ) 

1 戸 18 日 PC ヵ ンファレンス 第二回事務局タスク 

工同 2 Ⅰ 日 CIEC 会員大学生協職員の 集 い 

1 月 26 日 PC ヵ ンファレンス 第 1 回 プロバラム委員会 

i 万 30 日 PC ヵ ンファレンス 第 2 回事務局タスク 

2 月 3 日 Pe ヵ ンファレンス 委員会 

2 月 6 日 学術団体字続き 説明 / 西宮中学校研究発表訪問 

2 月 8 日 C 田 C 会員大学生協職員の 集い 
2 月 14 日 ニューズレター NO.26 発行 
2 月 i8 日 プロジェクト 申請会議 / 小中高世話人会 /PC カンファレンス 早稲田会場下見 
2 月 20 日 PC ヵ ンファレンス 第 3 回事務局タスク 

2 月 22 日 大学生協東京事業連合取引先説明会で 生田副会長から 2002PC ヵ ンファレンス と C 田 C の説明 

CIEEC 内局 

2 月 23 日 小中高部会第 10 国 研究会 テーマ : 新教科「情報」実施に 向けて一実習は 大丈夫 ? 一 

2 月 27 日 毎日新聞社訪問 (PeC 後援申請 ) 
2 月 28 日 PC カンファレンス 分科会レポート 締め切り /T フェア案内送付 
3 月 1 日 PC カンファレンス 第 4 回事務局タスクノ CEC 内局 

3 月 7 日 青山学院高等部訪問 
3 月 9 日 第 31 回研究会 : テーマ「最新 0S の到達 点 (MacoSX&W 下 dow めひ ) ～教育での活用 一 」 
3 月 8 日 C 田 C 内局 
3 月 13 日 Pe カンファレンス 第 5 回事務局タスク 
3 月 16 日 外国語教育研究部会第 4 回研究会 テーマ : ケ le 荻山追の最新動向と 外国語教育 ノ 会議座談会 

3 月 17 日 会誌編集委員会 
3 月 18 日 PC ヵ ンファレンス 分科会時間割編成会議 /PC ヵ ンファレンス 第 2 回プロバラム 委員会 
3 月 19 日 PC ヵ ンファレンスレポート 採否通知 /CIEC 内局 
3 月 30 日 事務局打ち合わせ / ニューズレター NO.27 発行 
4 月 3 日 PC カンファレンス 第 6 回事務局タスク 

4 月 4 日 小中高部会世話人会 
4 月 8 日 CEC 内局 

4 月 11 日 PC カンファレンス 副 実行委員長原田先生訪問 ( 早稲田 ) 

4 月 15 日 リーフレット 掲載各企画原稿締め 
4 月 16 日 PC カンファレンス 第 7 回事務局タスク 

4 月 22 日 PC カンファレンス 早稲田実行委員会議 
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